
千早赤阪村行政経営戦略プラン実施計画 別冊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千早赤阪村財政収支フレーム（案） 

（平成２１年度～平成３１年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年２月 

千早赤阪村 



 

１．財政の現状 

 

(1)普通会計の決算状況 

 平成１５年から平成２０年までの、普通会計の決算状況は次のとおりです。 
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(2)経常収支比率 

  財政構造の弾力性を示す指標である経常収支比率は、平成２０年度決算では、前年

度より１．８ポイント改善し１００．２％となりましたが、依然として１００％を超

えており、臨時的な財政需要に対応できない状態が続いています。 
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(3)主な歳入の状況 

  ①村税 

    自主財源の根幹をなす村税は、人口減少や景気の低迷に加え、地価の下落等によ

って、年々減少しています。平成１９年度は、税の法律改正により一時的に増加し

ましたが、平成２０年度は再び減少しました。 

 

  ②地方交付税 

    村の財政は、歳入総額の約４割を占める地方交付税に大きく依存しています。そ

の交付税も、交付税の元となる国税の減少や三位一体改革によって大幅に減少し、

村の財政悪化の要因となっています。平成２０年度は、地方再生対策として増加し

ましたが、今後の動向については不透明な状況です。 
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(4)主な歳出の状況 

①人件費 

人件費は、退職者数の変動により増減はあるものの、退職者不補充による職員数の

削減や給与の見直しによって減少傾向にあります。今後も減少傾向は続くものと考え

ています。 

 

 ②扶助費 

   扶助費は、人口減少などに伴いほぼ横ばいの状況ですが、近年、少子高齢化の進展

などによって、増加の傾向にあります。 

 

 ③公債費 

   公債費は、過去の事業による償還や臨時財政対策債の借入れなどによって増加傾向

にありますが、今後は、建設事業の抑制により減少していくものと考えています。 
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(5)地方債現在高 

地方債現在高については、公債費でも述べたように、建設事業の抑制等により、新規

の借入れを抑えているため、今後は減少していくものと考えています。 
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(6)基金の推移 

これまで、村税や交付税の減少などによって歳入に不足が生じた時には、基金を取り

崩して対応してきました。その結果、平成１９年度末の残高はわずか２億９千万円とな

りました。平成２０年度は多聞小学校の売却などにより一時的に増加しましたが、減少

の一途をたどっています。 
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(７)健全化判断比率の状況 

平成１９年度に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定され、地方公共

団体の財政の健全性に関する健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質

公債費比率、将来負担比率）と公営企業の経営の健全化を図るための資金不足比率の公

表が義務付けられました。 

平成２０年度の決算では、いずれの指標も基準を超えることはありませんでした。 

 

 

 健全化判断比率 

 H19 H20 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 － － 15％ 20％ 

連結実質赤字比率 － － 20％ 40％ 

実質公債費比率 16.8％ 17.3％ 25％ 35％ 

将来負担比率 160.9％ 156.8％ 350％  

  ※実質赤字額、連結実質赤字額がないため、「－（該当なし）」で表示しています。 

 

 

公営企業における資金不足比率 

 H19 H20 経営健全化基準 

水道事業会計 － － 

下水道事業特別会計 － － 

金剛山観光事業特別会計 8.4％ － 

20％ 

※資金不足比率が算定されない場合は、「－（該当なし）」で表示しています。 
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２．今後の財政収支見通し 

平成２０年度の決算状況を踏まえ、今後１０年間の財政収支見通しを推計すると以下

のようになりました。 

 

 

 

 

上記の財政収支見通しは、現在の行政サービスをこのまま維持した場合の見通しとな

っており、行政経営戦略プランの取り組みは反映していません。 

この見通しでは、平成２４年度末に基金（貯金）がなくなり赤字が発生し、平成２６

年度末で早期財政健全化団体（倒産間近の危険な状態）に、平成２７年度末には累積の

赤字が４億１千６百４７万３千円となり、財政再生団体、いわゆる倒産の状態となる見

通しとなっております。 
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推計の前提条件 

【歳入】 

 (1)村税 

   村 民 税 … 将来人口推計を基に納税義務者数を推計し、平成２０年度の納税

義務者数の一人当たり単価により算定を行った。 

   固定資産税 … 最近の地価動向を勘案し、対前年度伸率▲１％を見込む。ただし、

平成２４年度から３年毎に評価替えによる影響を加味する。 

   軽自動車税 … 平成２０年度決算額をベースに算定し、平成２２年度以降は同額

で据え置く。 

   た ば こ 税 … 過去３ヵ年の販売数量平均減少率を勘案し、対前年度▲７．６％

を見込む。ただし、平成２４年度以降は同額で据え置く。 

(2)地方譲与税等 

   平成２０年度決算額をベースに算出し、平成２２年度以降は同額で据え置く。 

(3)地方交付税 

平成２１年度の地方財政計画による推計参考伸率をもとに、平成２２年度以降、

個別算定分は▲１％、包括算定分は▲３％を見込む。 

ただし、平成２３年度、平成２８年度においては、新国調人口へ測定人口が置き

換わるため、人口減少による影響を加味し、▲３２百万円を減額する。 

 

 

【歳出】 

 (1)人件費 

    平成２１年１１月１日現在の給料をもとに、個人ごとに定昇を見込んで算出。 

（平成２４年度までは退職者不補充とし、平成２５年度以降は前年度退職者数の

補充を見込む。退職手当は定年退職者のみを見込む。） 

平成２２年度から７０人体制を維持する。 

    議員報酬については、平成２５年４月までの報酬カット（１０％）を反映。 

(2)扶助費 

   平成２０年度決算をベースに、１．５％の伸びを見込んで算出。平成２３年度以

降は据え置く。平成２７年度からは人口減少を加味し▲１％を見込む。 

(3)公債費 

   新規発行分は、平成２３年度まで、小中学校の耐震補強工事を見込んで算出し、

平成２４年度以降は事業規模６千万円をベースに試算する。 

(4)物件費 

   平成２０年度決算をベースに算出し、平成２３年度以降は据え置く。平成２７年

度からは人口減少を加味し▲１％を見込む。ただし、平成２４年度から５年毎の電
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子計算機の更新費用及び戸籍の電算化費用を加算する。 

(5)補助費等 

   平成２０年度決算をベースに算出し、平成２３年度以降は据え置く。平成２７年

度からは人口減少を加味し▲１％を見込む。 

   ただし、南河内清掃施設組合負担金については、元利償還金を償還票にて算入。 

(6)繰出金 

   各特別会計に対する繰出金については、介護保険や後期高齢者医療などの特別会

計に対する繰出しが、扶助費と同様に増加傾向にあり、今後も高齢化の進展に伴っ

て増加するものと推測されます。 

 

国 保 会 計 … 過去の動向から、被保険者数に大きな変動がないため、平成２

０年度決算ベースで試算し、同額で据え置く。 

  介護保険会計 … 将来人口推計をもとに被保険者数を試算し、３ヵ年平均の医療

費単価により保険給付費を試算する。 

  後期高齢会計 … 将来人口推計をもとに給付受給者数を試算し、老人保健の平均

伸び率を乗じて試算する。 

  下 水 道 会 計 … 下水道の公営企業経営健全化計画による試算を反映する。 

(7)普通建設事業費 

   平成２２年度、２３年度は小中学校の耐震工事を見込む。 

   事業規模６千万円をベースに、年度ごとの施設の改修費を加算する。 

(8)その他 

   各施設の軽微な維持補修費用を見込み、平成２１年度以降は同額で据え置く。 
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３．行財政改革実施後の財政収支見通し 

 

(1)財政健全化前の収支見通し（このまま何もしなかった場合）【再掲】 

 

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

単年度収支 ▲ 62,440 ▲ 76,534 ▲ 197,895 ▲ 246,385 ▲ 47,551 ▲ 50,743 ▲ 123,953 ▲ 126,103 ▲ 119,897 ▲ 36,757 ▲ 28,855

積立金現在高 326,588 250,054 52,159 0 0 0 0 0 0 0 0

累積収支 ▲ 194,226 ▲ 241,777 ▲ 292,520 ▲ 416,473 ▲ 542,576 ▲ 662,473 ▲ 699,230 ▲ 728,085

（単位：千円）

 

 

 

 

 

 

(2)今回の取り組みによる財政効果額 

 

 

 

 

 

 

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

人件費の見直し 47,663 64,799 72,903 37,062 37,062 37,062 37,062 37,062 37,062 37,062

財源の確保・強化 3,747 74,318 78,382 3,907 3,907 3,907 3,907 3,907 3,907 3,907

事務事業の整理合理化 7,222 9,535 9,202 9,532 9,532 9,532 9,532 9,532 9,532 9,532

補助金等の見直し 562 562 562 562 562 562 562 562 562 562

公共施設の再編 1,043 ▲ 16,482 5,708 5,708 5,708 5,708 5,708 5,708 5,708 5,708

合　　計 0 60,237 132,732 166,757 56,771 56,771 56,771 56,771 56,771 56,771 56,771

（単位：千円）

 

 

 

 

(3)取り組み後の収支見通し 

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

健全化前累積収支 0 0 ▲ 194,226 ▲ 241,777 ▲ 292,520 ▲ 416,473 ▲ 542,576 ▲ 662,473 ▲ 699,230 ▲ 728,085

効果額 60,237 132,732 166,757 56,771 56,771 56,771 56,771 56,771 56,771 56,771

健全化後の単年度収支 ▲ 16,297 ▲ 65,163 ▲ 79,628 9,220 6,028 ▲ 67,182 ▲ 69,332 ▲ 63,126 20,014 27,916

健全化後の積立金残高 326,588 310,291 245,128 165,500 174,720 180,748 113,566 44,234 0 0 0

健全化後累積収支 ▲ 18,892 1,122 29,038

（単位：千円）

 

 

 

 

 

 

 

今回の取り組みにより、計画の目標としている平成２４年度末の累積赤字が解消され、

その結果、平成２７年度の財政再生団体（倒産）の転落についても回避できる見込みで

す。平成３０年度からは単年度収支が黒字となり、収支の改善が見受けられます。 

  しかし、水道事業の安定化をはじめとした今後想定される課題などへの対応を考えれ

ば、楽観視できるものではありません。計画期間中において引き続き、PDCA サイクル

を徹底する中で、毎年度、財政収支見通しの検証及び見直しを進め、財政の健全化をめ

ざします。 
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